


序　　　　　文

　　国際協力事業団は1999年８月６日から５年間の協力予定でイエメン共和国結核プロジェクト

（フェーズⅢ）を実施しており、2002 年８月にはプロジェクト活動が３年目を迎えました。

　そこで、中間地点での活動評価とプロジェクト後半への提言を行うため、2002年８月 27日か

ら９月７日までの日程で、財団法人 結核予防会 結核研究所長 森 亨氏を団長として運営指導調

査団（中間評価）を派遣しました。本報告書は、その調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に、深甚なる感謝の意を表しますとともに、今後

のプロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位の更なるご協力をお願いする次第です。

　2002 年 12 月

国際協力事業団
医療協力部長　藤崎　清道
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第１章　中間評価の概要

１－１　運営指導調査団（中間評価）派遣の経緯と目的

　1999年８月プロジェクト開始から３年間、途中３回の専門家国外退避（大統領選挙、アデン沖

米国駆逐艦テロ、9.11米国テロ）により約８か月間の活動中断や国内移動制限を余儀なくされる

など安全対策上の理由からプロジェクトの実施環境は厳しいものがあった。にもかかわらず直接

監視下における短期化学寮法（DOTS）実施率は97％（プロジェクト開始前69％）に達するなど

協力の成果は順調に拡大している。

　本調査団ではこれまでの活動進捗状況、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）指標

の達成状況を把握し、プロジェクトの中間評価を実施する。また実施上の問題点・課題とその対

応策を検討し、今後の効果的なプロジェクト運営を図る。

　以下 1）～ 4）を本調査団の目的とする。

1）　プロジェクト関係者との意見交換、視察、プロジェクト・サイクル・マネージメント

（PCM）ワークショップにより、PDM指標の達成状況と問題点の把握を行う（中間評価）。

2）　今後の活動計画及びモニタリング体制について協議する。自律的モニタリングを行うた

め、現行 PDMに沿った実行計画表（PO）を作成する。

3）　プロジェクト目標達成のうえで課題となる点及び懸案事項について技術面、プロジェクト

運営面の両面から指導助言、意見交換を行う。

4）　一連の協議を通じて双方で合意した事項について協議議事録（M／M）に取りまとめる。

１－２　調査者の構成

所　　属

財団法人 結核予防会 結核研究所 所長

国際協力事業団 医療協力部 医療協力第二課 課長

医療法人 健祉会 理事長

財団法人 結核予防会 結核研究所 国際協力部 国際研

修科 科長代理

国際協力事業団 医療協力部 医療協力第二課

株式会社 パデコ コンサルティング本部 シニアコン

サルタント

分　野

団長／総括

評価総括

結核対策

臨床検査

協力計画

評価分析

氏　名

森　　　亨

八重樫　　成寛

レシャード カレッド

藤木　明子

坂元　律子

岩川　　薫
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１－３　評価調査日程

１－４　主要面談者

（1）イエメン共和国側

保健省

Dr. Abdul Nasser A. Al-Munibari 大　臣

Dr. Abdul Karim Ali Sheiban 副大臣、PHC 担当次官

国家結核対策プログラム（NTP）保健省結核対策課

Dr. Amin Noman Saeed Al-Absi 結核対策課長

Mr.Ahmed Zubeir 結核対策次長

Dr.Sadeq Al-akimi スーパービジョン監督者

月　日

８月 27日

８月 28日

８月 29日

８月 30日

８月 31日

９月 １日

９月 ２日

９月 ３日

９月 ４日

９月 ５日

９月 ６日

９月 ７日

曜日

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

その他

岩川団員のみサナ

ア市滞在

６名、タイズ市泊

（増井リーダー、井

口専門家も同行）

６名、サナア市泊

６名、サナア市泊

６名、サナア市泊

６名、サナア市泊

６名、サナア市泊

６名、サナア市泊

業務内容

PDMコンサルタント団員サナア空港 IY803

16：00着予定

PDM指標達成状況とヒアリング（保健省）

EK961　４：30中間評価団サナア空降着

IY534　８：30サナア空港発、９：00タイズ着

タイズ州結核センター、ドイツ救らい協会、共和国病

院視察

７：00タイズ市よりラヘジ州に車で移動

９：00 ～ラヘジ州の結核対策活動視察〔Di s t r i c t

Hospital、プライマリー・ヘルス・ケア（PHC）ユニッ

ト〕、アデン市に車で移動、イブンハルドゥーン病院、

アデン州保健局ヘルスセンター視察、保健局長表敬

IY403　16：30アデン発、17：15サナア着

国立結核病院（NTI）にてPDMワークショップ開催

９：00～ 16：30

午前　在イエメン共和国日本大使館表敬、保健省表

敬（森、レシャード、藤木、八重樫）

９：00～ 14：00合同調整委員会（場所：NTI）

（夜：大使公邸面談、会食19：00～）

議事録署名（署名：シャイバン次官、保健大臣同席）

（14：00保健省主催昼食：シャイバニレストラン）

在イエメン共和国日本大使館報告15：30

調査団／プロジェクト内協議

調査団／プロジェクト内協議（2002年度計画）

EK962　８：00サナア空港発
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Dr. Shaher Ali Mohammed Said トレーニング監督者

Mr. Fawzi Mohammed S. Barahim ラボラトリー責任者

Mr. Mohammed Seif 薬剤責任者

国立結核研究所（NTI）

Dr. Mohammed Al-Khawlani 所　長

Dr. Abdul Aziz 次　長

Mr. Adnan Al-Akhaly NTI ラボ責任者

Mr. Abdul-Bari Al-Hammad NTI 保健教育責任者

アデン州保健局長

Dr. Omar Zaiin

その他各州 GTC（州結核担当官）

世界保健機関（WHO）イエメン代表

Dr. Hashim A. Elzein Elmousaad

（2）日本側

在イエメン共和国日本大使館

大木　正充 特命全権大使

秦　　義昭 参事官

山岳　　誠 二等書記官

結核対策プロジェクト

増井　恒夫 チーフアドバイザー

伊達　卓二 業務調整員

１－５　評価項目・評価方法

　今回の中間評価では、結核対策課カウンターパート（C／P ）との準備会議、ワークショップ、

地方の結核対策活動現場における関係者からのヒアリングを通じて、以下の作業を行った。

・PDM の改訂

・計画の達成状況の確認

・５項目による評価

・PO の作成

　まず実施計画の進捗状況をレビューするために、調査団の評価分析担当、イエメン共和国（以

下、「イエメン」と記す）側保健省結核対策課のC／ P 、及び日本人専門家で、準備会議を開い

た。準備会議では、1）PDM の修正、2）計画の達成状況の確認、3）POの作成を行った。

　その後、評価チームはタイズ、ラヘジ、アデンにおける結核対策活動現場の視察を行い、イエ

メン側、日本人側双方の関係者から聞き取りを行った。

　続いて、中央レベル、州レベルのイエメン側C／ P を参加者として、PCM ワークショップを

開催した。準備会議で討議・合意した内容を発表したのち、活動についての阻害要因の分析及び

評価が行われた。

　最後に合同調整委員会にて、イエメン側、日本側関係者合同で、実施計画の進捗状況と、妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の５つの評価の観点より評価が行われた。先に開
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第２章　プロジェクトの実績と現状

２－１　実績と現状の総括（団長所感）

　今回の調査の目的は、1999 年８月開始以来３年になるプロジェクト技術協力の評価を行うこ

と、また1983年のフェーズⅠの開始以来19年になるイエメンに対するJICAの技術協力・無償協

力など広く結核対策の流れにたって今後に残された約２年間の活動のあり方を検討することであ

る。

（1）世界的にみたイエメンの結核対策の概況

　　1993年の世界結核非常事態宣言〔世界保健機関（WHO）〕以来、結核問題に対する国際協力

における関心は歴史的な高まりをみせてきた。先進国・協力機関のみでなく、世界の結核患者

の95％を生み出している途上国側政府の関与も高まって、それは2001年のStop TB Partnership

（先進国・途上国・民間団体・国際機関等が団結して結核問題に取り組もうという世界的運動

体）の結成を促し、さらにその資金提供機関としてのエイズ・結核・マラリア世界基金

（GFATM）の発足に繋がる。このようななかで途上国への結核対策の協力が盛んに行われるよ

うになり、特に「打てば響く」対象国への援助は協力国・団体間の競争の様相すらみせてい

る。このひとつの兆しは次項の末尾で述べるドイツ救らい協会（GLRA）との葛藤としてみる

ことができる。

　　イエメンで近代的な結核対策が国家結核対策プログラム（NTP）は1983年の JICAによる技

術協力プロジェクト開始をもってその出発点とすることができるが、以来幾多の危機を克服

してこの数年かなりの進捗をみせている。おりから上に述べたような世界の結核をめぐる流れ

のなかで、イエメンの結核対策の成果は、中近東諸国はもとより世界的にも注目を集めてい

る。推定される結核罹患率は人口 10万対 107（全結核、塗抹陽性肺結核では 48）、そのうち実

際に発見され、治療されている者はいまだ 63％（塗抹陽性肺結核）にとどまるものの、標準

的治療法である直接監視下における短期化学療法（DOTS）の普及率は、DOTS 実施州人口で

みると全人口の98％、発見された患者の89％という水準に達している。わずか20年前には信

頼できる国の統計は何もなかったことを考えるとかなりの進歩というべきであろう。しかし、

なおもイエメンの結核は高水準にとどまっており、DOTS 普及も世界目標にはあと一歩であ

る。

（2）日本の協力の貢献

　　1979 年の短期調査にはじまるイエメンの結核対策に対する JICA の協力は、1981 年以後の

研修員の受入れ、1983 年来の３期にわたるプロジェクト方式技術協力、並びに無償供与（国

立結核研究所及び２か所のサブセンター）等と展開されてきた。技術協力は第１期（1983 ～

1992 年）、第２期（1993 ～ 1999 年）、第３期（今期、1999 年～）と、途中内戦や国内部族との

摩擦、周辺国の緊張など様々な理由による国内治安悪化による中断はあったもののずっと継

続されてきた。JICA プロジェクト開始当初、NTP としては事実上ゼロであったイエメンの近

代的な結核対策は、この間国際的にも誇るべき水準に達し、なおも着実に拡充をめざしている

ことは（1）で述べたとおりである。これはWHOや国際結核肺疾患予防連合（IUATLD）の指

導・援助もさることながら、プロジェクト方式技術協力を核として無償供与・研修事業等に支
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えられた日本の協力が大いに貢献したものといって過言ではない。

　　なお、中部のタイズ州を中心にハンセン病対策の協力を行ってきたGLRAは、同団体のタン

ザニア等での結核・ハンセン病共同でのDOTSの成功の弾みで、イエメンでも同様の戦略の展

開を試みているが、これがイエメン政府のNTP政策と競合し、必然的に JICAプロジェクトと

も競合する様相をみせ、摩擦が起きかけたが、現在は協調体制がとられている。

（3）イエメン側の積極的関与と自助努力

　　この 20年間のNTPの歴史上、特筆すべきはイエメン政府の自助努力の伸張である。これは

この間に興った石油生産で中央政府の財政が改善したという要素も作用しているかもしれない

が、少なくとも結核対策を保健上の重点施策としていることは間違いない。かつてサウジア

ラビアに全面的に依存していた抗結核薬供給も湾岸戦争以降中止されると、その後はイエメ

ン政府がWHO援助を受けつつも自己財源で確保してきたことは特筆すべきことである。これ

に象徴されるように、中央政府の具体的な関与を背景に中央と地方を双方向に繋ぐ NTP が

着々と確立されてきたとみることができる。

　　最近イエメンは国家結核対策５か年計画を策定し、国としての対策への更新の姿勢を示し

ている。このことにも、同国の結核対策への取り組みの確かな向上を感じることができる。

　　また協議のなかで、今後の JICA 協力のなかでイエメン側職員の能力造成や検査関連職員の

動機づけの強化をイエメン側が強く希望していたが、これなども NTP に対するイエメン政府

の主体的な取り組みへの意欲の表れとみることもできよう。

（4）イエメンの結核対策の進捗状況と問題

　　イエメンのNTPの具体的な成果については他団員の報告にゆずるが、WHOの刊行物（Grobal

Tuberculosis Control, WHO Report 2002）によれば、同国の患者発見は推定される発生患者の

62％を発見し、患者の 89％に DOTS を施し、83％の治療成功率をあげている。Global Target

（70％発見、85％治癒）にかなり近い成果であり、DOTS 普及の第１の目標はほぼ達成したと

いってよいであろう。

　　しかし少し詳しくみれば、問題も少なくないことが今回の調査でいくつか指摘された。い

ずれも世界各地で同様のDOTS 普及の最終段階にある NTP の直面する課題である。これらに

ついては合同調整委員会で議論し、提言としてミニッツにも残しておいたが、以下のように要

約できる。

①　サナア都市部の結核対策の問題：国立結核研究所（NTI）外来機能と開業医の協調（円滑

な患者紹介制度や DOTS 実施など）、これらの施設の診断の質の向上

②　郡以下レベルへの DOTS 浸透：要員研修と監督の実施

③　DOTSの質、特にその恣意的改変の危険性（週１回の服薬指導などがかなり行われている

らしいが、現場担当者の恣意に委ねられれば危険）

④　後発地域としての南東イエメン諸州の問題。特にアデン州ではJICA無償計画による結核

センターの建設が予定されており、その効果的活用は今後のプロジェクトの重要な課題で

ある。

　　また当面のもう一方の大きな課題として、全国薬剤耐性実態調査の実施が残されてい

る。これもNTPの世界共通の課題となっているものであり、当プロジェクトとしてもぜひ
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とも開始しなければならないものである。既に準備は開始されているので、更にこれを進

めたい。

　　上記課題よりももう少し小さいテーマの戦略研究として、ツベルクリン反応全国調査の

実施可能性に関する研究、効果的な患者紹介制度に関する試行的研究、患者発見の遅れに

関する研究、肺外結核の診断の信頼性に関する研究などが討議された。これらは、質の高

いDOTS 拡大の方策を探るために、主としてNTI のスタッフに主体的にかかわってもらう

べき課題であり、その観点からの指導や援助が必要である。HIV／結核の問題はイエメン保

健省もようやく無視できなくなったという感触であるが、プロジェクトとしてはパイロット

研究として当面対応するというのでいかがであろうか。

（5）プロジェクト終了後に向けての検討

　　約２年後に本プロジェクトは終了の予定であるが、その後のことについては先方との協議

ではなにも議論されなかった。しかし、（4）で述べた残された課題、特に 2003 年 10月頃の無

償協力によるアデンの結核センター完成後の運営を中心とした南東諸州の対策の向上は、本

プロジェクトの「仕上げ」の過程としてその意義は大きい。現地日本大使館もこの点を非常に

積極的に主張された。またDOTS普及による結核対策の成果が結核問題の縮小として目の当た

りにすることができるまでには、現在なみの対策があと数年は継続されることが必要と考え

られる。それを世界に示すことができれば、この JICA プロジェクトの貢献はより明確なもの

となろう。

　　おりからパキスタンやアフガニスタンといった近隣の中近東諸国でも結核対策の JICA協力

が始まろうとしている。そのようなときにこのプロジェクトが継続されていれば、それらの

プロジェクトに対しても優れた先行事例として効果的なモデルを示すこともできよう。

（6）その他

　　滞在中日本大使館からは終始懇切な配慮を賜った。特に大木大使からはプロジェクトに対し

て、具体的で示唆に富むご提案と、これまでにない熱い支持と激励をいただき、光栄であると

ともに身のひきしまる思いを禁じ得なかった。

２－２　投入実績

（1）日本側の投入〔詳細は（3）参照〕

1）　専門家の派遣

2）　長期専門家については、チーフアドバイザー及び業務調整の、計４名を派遣した。短期

専門家については、結核対策、細菌検査、レントゲン機材保守管理、ロジスティックス、マ

ニュアル改訂、多剤耐性結核サーベイ等の分野で、計 18 名が派遣された。

3）　カウンターパート（C ／ P）日本研修

4）　イエメン人 C／ P15 名に対する本邦研修を実施した。

5）　機材供与

6）　総額 8,490 万円の機材を供与した。

7）　ローカルコスト負担

8）　プロジェクト運営費として、総額 3,760 万円を負担した。
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（2）イエメン側の投入〔詳細は（4）参照〕

1）　C ／ P の配置

　　日本人専門家は下記のイエメン側C／Pと緊密なコミュニケーションを保ち、プロジェク

トを実施した。

・保健省医療サービス担当次官

・保健省結核対策課長

・イエメン NTP におけるすべてのレベルの技術職員

2）　資機材購入及びローカルコスト負担

　　資機材購入費及びプロジェクト運営費として、総計１億 600 万イエメンリアル（約

7,240 万円）を負担した。

（3）日本側投入

1）　専門家派遣

平成11（1999）年度：４名（長期専門家２名、短期専門家２ 名）

氏　名

江上　由里子（長期）

渡邊　勝美（長期）

下内　　昭

南川　真理子

チーフ･アドバイザー

業務調整

結核対策

細菌検査

期　間

1999年８月24日～2001年８月23日

1999年８月６日～2000年８月８日

2000年２月26日～３月７日

2000年２月15日～３月７日

平成12（2000）年度：５名（長期専門家１名、短期専門家４名）

伊達　卓二

下内　　昭

伊達　卓二（長期）

丹羽　明子

藤木　明子

 レントゲン機材保守管理

結核対策

 業務調整

ロジスティックス

細菌検査

2000年５月27日～６月20日

2000年７月11日～21日

2000年７月22日～2002年７月21日

2000年６月28日～７月21日

2000年８月13日～29日

平成13（2001）年度：８名（短期専門家８名）

井口　文子

丹羽　明子

下内　　昭

増井　恒夫

丹羽　明子

下内　　昭

井口　文子

江上　由里子

細菌検査

ロジスティックス

結核対策

結核対策

ロジスティックス

結核対策

細菌検査

マニュアル改訂

2001年５月19日～７月18日

2001年６月3日～７月18日

2001年８月11日～９月１日

2001年 12月 27日～2002年１月８日

2001年 12月 27日～2002年１月24日

2001年 12月 29日～2002年１月６日

2002年２月１日～３月21日

2002年４月４日～５月11日

（2001 年度予算）

平成14（2002）年度：５名（長期専門家１ 名、短期専門家４名）

増井　恒夫（長期）

山田　紀男

井口　文子

濱田　　彰

井口　文子

チーフ･アドバイザー

多剤耐性結核サーベイ

細菌検査

ロジスティックス

細菌検査

2002年４月22日～2004年８月７日

2002年４月25日～５月４日

2002年６月１日～７月４日

2002年８月10日～９月23日

2002年８月19日～10月１日
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2）　調査団

1999 年３月　事前調査団 （団長：須知　雅史 1999 年３月９日～３月 23 日）

1999 年７月　実施協議調査団 （団長：森　亨 1999 年７月６日～７月 16 日）

2001 年６月　運営指導調査団 （団長：石川　信克 2001 年６月９日～６月 23 日）

3）　研修員受入

FY 1999：５名（２名一般枠）

国家結核対策プログラム管理、2000 年１月 10 日～２月 27 日

・Dr. Osama A. Badeeb（アデン GTC）

・Dr. Abdul-Wahab Othman （ホデイダ副GTC）

結核対策Ⅱ、1999 年５月４日～８月 15 日

・Dr. Ismael Kassem Al-Abadi （イッブ GTC）

・Dr. Fadl Ahmed Al-Akwa （サーダ GTC）

結核対策細菌検査サービス、1999 年８月 23 日～ 12 月 12 日

・Mr. Abdul-Hady Al-Waqedy （ホデイダ結核センター検査技師）

FY 2000：３名

国家結核対策プログラム管理、2000 年１月６日～ 2001 年２月 26 日

・Dr. Yassin Athwary （タイズGTC）

中間レベル結核対策、 2000年４月 29日～８月14日

・Dr. Abdul-Aziz Thabet A. Al-Agbari （NTI 医師）

・Dr. Nageeb Kaid Fara Saleh （ダーレアGTC）

FY 2001: ６名（１名無償 C／ P 枠、１ 名一般枠）

中間レベル結核対策Middle level TB control course,、2001 年４月 12 日～８月 15 日

・Dr. Khaled Saleh Salem Al-Daibani（セイユン副GTC）

・Dr. Hamood Yahia Mahoup Alhonahe（サナア市 GTC）

・Dr. Abdul-Aziz Adam Abdul-Aziz Dada （アデン副GTC）

結核対策細菌検査サービス、 2001年８月 27日～ 12月２日

・Dr. Ali Mohan Abu Hapash（ハッジャ検査技師）

国家結核対策プログラム管理、 2002年１月21日～２月１日

・Dr. Abdul Karim Shaiban （PHC 保健サービス担当次官）

・Dr. Amin Noman Al-Absi （NTP 課長）

FY 2002：１ 名

中間レベル結核対策Middle level TB control course、2001 年５月 12 日～８月 12 日

・Mr. Mohammed Seif Anaam （ロジスティックス責任者）

4）　供与機材・携行機材

1999 年度 2,470 万円

　　　　　　　　Equipment Qty

Microscope (Nikon, Alphaphet2 YS2-H) 50

Laboratory safety cabinet 50

Electric Balance (A&D, Capacity 4100g) ５

Water bath(GFL 1002) ５
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Portable computer (Dell, Latitude CV466GT-CD) ２

Printer (Epson, Stylus Color 660) ２

Motorcycle (Suzuki A100) ８

Motorcycle (Suzuki K125) ４

Vehicle (Scoda Octavia Combi GLX 1.6) １

X-ray examination consumables

Laboratory materials (Chemicals and Consumables)

2000 年度 2,910 万円

Equipment Qty

Toshiba Medical x-ray tube unit (DRX-1133GA) １

Safety cabinet (SCV-850ECIIAB9) １

Centrifuge (LC-100) １

Incubator (SFR115S) ２

Medium coagulator (C-200-CP) １

Direct projector (DP-30 LGY220 TUV CE) ２

Microscope (CH30-213N) 30

Weight scale (GSW-130) 90

Motorcycle (AG-100) 10

Motorcycle (125cc) 40

Personal computer (OPTIPLEX GX110) ７

Color printer (Desk Jet 1220C) ７

UPS (PV-800) ７

Digital Video Camera (DCR-PC110E) １

Copy machine (GP-225) ２

Laboratory materials (Chemicals andConsumables)

2001 年度 3,110 万円

Equipment Qty

Motorcycle (AG-100) 10

Motorcycle (TF-125W) 30

Personal computer (OptiPlex GX150) 10

Color printer (Desk Jet 1220C) 10

Weight scale (GSW-130) 50

Multi media projector (ELP-505) １

Mini bus (ROSA High Roof) １

Laboratory materials (Chemicals and consumables)
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5）　現地業務費

1999 年度 820 万円

2000 年度 1,570 万円

2001 年度 1,370 万円

（4）イエメン側投入

1）　現地業務費

1999 年度 YR 98,393,050 （運営費、薬剤費、資機材費等） 約 6,747 万円

2000 年度 YR 1,200,000 （運営費） 約 82 万円

2001 年度 YR 6,000,000 （州への予算を含めた運営費） 約 411 万円

（YR ＝イエメンリアル、１米ドル＝ 175YR ≒ 120 円）

2）　C ／ P

q　Dr. Abdul Karim Ali Sheiban: Deputy Minister (1999 ～)

w　Dr. Mohammed Ali Kolaise: PHC Director (2001 ～)

e　Dr. Amin Al-Absi: Director, TBCP (1992 ～)

r　Dr. Shaher Ali Mohammed Said: Training Supervisor (1997 ～)

t　Dr. Mohamd Al-Khawlani: Director of National TB Institute (1997 ～)

y　Dr. Abdul-Aziz Al-Agbari: Deputy Director of National TB Institute (1993 ～)

u　Mr. Abdulbari Al-Hammadi: Health Education supervisor (1998 ～)

i　Dr. Hamoud Mahyub: Sanaﾕa city Governorate TB Coordinator (1999 ～)

o　Dr. Yassin Al-Athwary: Taiz Governorate TB Coordinator (1994 ～)

!0　Dr. Osama Badeeb: Aden Governorate TB Coordinator (1990 ～)

!1　Dr. Abdul Aziz Adam Dada: Aden Deputy Governorate TB Coordinator (1999 ～)

!2　Dr. Mohammed Seif Al-Qubati: Hodeidah Governorate TB Coordinator (1987 ～)

!3　Dr. Abdul-Wahab Othman: Hodeidah Deputy Governorate TB Coordinator (1995 ～)

!4　Dr. Nageeb Kaid Fara: Dalea Governorate TB Coordinator (1999 ～)

!5　Dr. Ismael Kassem Al-Abadi: Ibb Governorate TB Coordinator (1990 ～)

!6　Dr. Khaled Ali-Daibani: Seiyun Governorate TB Coordinator (1995 ～)

!7　Mr. Fawzi Barahim: National Laboratory Supervisor (1996 ～)

!8　Mr. Adnan Al-Akhaly: Reference Laboratory Supervisor (1988 ～)

!9　Mr. Sadeq Al-Quhy: Deputy Reference Laboratory Supervisor (1988 ～)

q　Mr. Abdulhady Al-Waqedy: Hodeidah Governorate Laboratory Supervisor (1994 ～)

q　Mr. Ali MohsanAbo Hedash: Hajja Governorate Laboratory Supervisor (1999 ～)

q　Mr. Mohamed Seif: National Logistics Supervisor (1999 ～)

q　Mr. Ahmed Zubeir: : Deputy Director, TBCP (1995)
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２－３　活動実績

活　動

１－１　プライマリー・ヘルス・ケア

（PHC） ユニットのヘルス・ワー

カー（PHW）に対して定期的に

研修を実施する。

１－２　新規に異動してきたPHWに

対して研修を実施する。

１－３　GTC／州検査監査官（GLS）

会議において、GTC/GLS に対

する研修を実施する。

１－４　DTC 会議において、DTC と

検査技師に対する訓練を実施す

る。

１－５　PHW 会議において、PHWに

対する訓練を実施する。

１－６　２ 年ごとにPHWの再訓練を

行う。

１－７　適切な基準で訓練を実施する

候補者を選ぶ。

１－８　総合病院及び私立病院の医者

に対するセミナーを実施し、

NTP マニュアルを配布する。

１－９　NTP 戦略の実施に民間セク

ターを巻き込む。

１－10　地理的状況を考慮して、診断

センターを設立する。

達成状況

この活動は今年始まり、ラヘジ、ホデイダ、ハッジャ、マフウィートの４ 州を

モデル地区として活動が続けられている。年に約300 人の研修を実施する予定

であったが、既に現時点で300 人以上が２日間の研修を受けた。ヘルス・ユ

ニットへのトレーニングは、全国約1,500 のヘルス・ユニットへ広げる予定で

ある。

この活動は定期的に実施される活動ではなく、異動で新規に配属される人材が

出てきた際に実施される。プロジェクト開始から、州結核対策官（GTC ）の異

動はないが、郡結核対策官（DTC ）の異動はかなり見受けられ、それらDTC

の研修が、GTC 主導で実施されている。研修は、DOTS 拡大のために実施され

ているDTC への研修（６ 日間）と一緒に行われ、予算上も取り扱いも同じで

あるため、研修受講者の人数は、中央ユニットでは把握していない。

GTC 会議は年に２ 回、各３日間実施されているが、３日間とも会議で、研修

を行われていないため、研修の意味での成果はあげていない。

GLS 会議は年に１ 度、４ 日間行われており、うち３ 日間が会議、１日が研修

に割り当てられている。

マハラ州を除くすべての州において、DTC 会議におけるDTC への訓練は最低

１回は実施された。（多いところでは５回　於タイズ、アデン）

DTC 会議に検査技師を含めることは、今回決められた。

この活動は、今回新たに加えられた。

予算不足のため、いまだ実施されていない。

これは、訓練を受けたPHWが他のポストへ移動したり、仕事を辞めたりする

問題がでることをさけるための活動である。訓練候補者の選抜及び人事管理は、

州保健局で行われるため、州保健局に対して、結核対策の訓練を受ける人材を

適切に選ぶよう、保健省が指導しているが、いくつかの州保健局では、その重

要性を理解していないようである。

1999 年より１ 年に１回程度実施されている。2001 年のセミナー参加者の人数

は132 人であった。参加対象者と人数は、NTP/NTI からの要請とその年の予

算によって決められてきた。

民間セクターはNTP 戦略実施に参加していない。GTC は、民間セクターの参

加の重要性を認識しているが、州保健局長の認識が足りないというのが保健

省結核対策課の見方である。

188 の検査室がつくられたが、そのうち機能しているのは134 のみである。残

りの54 の検査室は、検査技師の不足から、結核検査を行っていない。
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活　動

１－11　定期的な精度管理によって、

検査室ネットワークを強化す

る。

１－12　すべての保健施設へ保健教育

教材（ポスター、ビデオ、パン

フレット）を配布する。

１－13　保健教育のためにマスメディ

ア（ラジオ、テレビ、新聞）を

利用する。

１－14　世界結核デーにアドボカシー

イベントを実施する。

２－１　患者との関係に重点をおい

て、PHWに対して保健教育の

訓練を実施する。

２－２　すべての保健施設において

NTP 政策の適用を確実にする。

２－３　総合病院及び私立病院の医者

に対するセミナーを実施し、

NTP マニュアルを配布する。

２－４　民間セクターにおける結核薬

の販売の禁止条例を保健大臣が

公布するようにする。

２－５　DOTS 実施のためにボラン

ティアを活用してコミュニ

ティー参加を定着させる。

２－６　DOTS 実施のため、他プログ

ラムとの調整を行う。

達成状況

スライド検査については、21 州のうち、14 州において四半期に１度実施され

ており、巡回指導についても四半期ごとに行っている。いずれも、GLS が

行っている。今後、残り８州にもGLS が任命される予定である。

イエメン全国に存在する121 の病院、473 のヘルス・センター、約1,500 のヘ

ルス・ユニットのうち、81 の病院、約200 のヘルス・センター、約300 のヘ

ルス・ユニットへポスター、パンフレットを配布したが、現時点での在庫状況

の確認はしておらず、必要に応じて補充する必要がある。ビデオ教材は、30～

40 ほどを保健施設へ配布した。

テレビ、ラジオで結核に関する健康情報を不定期にスポット放送したことがあ

る。今後もマスコミの利用を適宜検討する。

2000 年と2001 年には、結核対策のセレモニーを実施し、結核対策に関する保

健教育のビデオ放映を行った。

2002 年にはWHO の予算がつかなかったので、学校において結核教育の講義

のみ実施した。

患者との関係についての項目は、成果１に相当する活動で使用する教材に含

まれている。

DOTS を実施している保健施設（１－12 に記されている保健施設）において

は、NTP 政策が適用されている。

（１－８）で実施されるセミナーに、患者管理に関する項目が盛り込まれた。

前保健大臣に対し、NTP より問題提起を行ってきたが､対策がとられる段

階までいたらなかった。今後、抗結核剤の取り扱いに関する政府関係者、関

係機関によるラウンドテーブル会議を開催し、この問題についても言及する予

定である。

着手されたばかりである。地元NGO である CSSW（Charitable Society for

Social Welfare）によって、サナア市で21 人のボランティアにトレーニングを

実施した。今後、２、３か月後に、ボランティアの活動状況を評価し、その結

果によってボランティアによる活動を拡大させるかどうかを決定する予定で

ある。

結核対策とマラリア対策で顕微鏡の共有が可能な地域では協力することとなっ

ている。また、結核患者におけるHIV 感染の調査を予定するなど、マラリア

対策、HIV 対策などのプログラムとの調整が行われている。
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活　動

３－１　十分な予算確保のために、保

健省の上級官僚とのアドボカ

シー会議を開く。

３－２　適切かつタイムリーに薬剤調

達をするために、薬剤基金、薬

剤供給部、NTP との会議を開

く。

３－３　 DTC 及びGTC からの管理訪

問による、薬剤在庫状況月次報

告を確実にする。

３－４　DTC からGTC 及びGTCから

中央への四半期報告を確実にす

る。

３－５　 中央から州レベルへの四半期

ごとの薬剤供給を確実にする。

４－１　GTC とDTC による定期巡回

指導を実施する。

４－２　平地ではバイク、山岳地帯で

は車輌を使って、DTC による

PHC ユニットとの定期的監督

を実施する。

４－３　問題のあるヘルス・ユニット

へのDTC とGTC による毎月の

巡回指導を実施する。

４－４　十分な運営費を確保するため

に、それぞれの州にて、GTCは

州保健局長とアドボカシー会議

を開く。

４－５　レファラル・システムと

フィードバック・システムを強

化する。

５－１　州と郡の人口統計情報を入手

する。

５－２　国家レベルでのツベルクリン

調査を実施する。

達成状況

必要に応じて開催されている。

2001 年６ 月に、問題が起きた際、必要に応じて会議を開いており、NTP が薬

剤基金を通じて抗結核薬を調達し、NTP ガイドラインに沿って配布するとの、

暫定的な取り決めがなされた。今後、抗結核剤の取り扱いに関する政府関係

者、関係機関によるラウンドテーブル会議を開催する予定である。

まだ実施されていない。薬剤在庫管理のための記録システムは現在構築中で

あり、薬剤在庫管理のための小冊子等が作成されている。

いくつかの郡、州は提出に遅れがみられるものの、DOTS を実施している郡、

とマハラ州を除くすべての州から、四半期報告書が提出されている。

中央から州への薬剤供給は現在のところ四半期ごとに供給されている。

GTC による定期的巡回指導は、四半期に１度実施されているが、DTC による

巡回指導は、まだ定期的には実施されていない。

DTC による巡回指導はまだ定期的に実施されておらず、DOTS を実施してい

る郡のうち約50％のDTC が、定期的な巡回指導を行っていると保健省結核対

策課では推定している。郡による巡回指導のシステムは現在構築中である。

DTC による定期的な巡回指導もいまだ制度化していないため、問題のあるヘ

ルス・ユニットへの巡回指導が実施されているかどうかは、個々のDTC によ

る。GTC については、少なくとも定期的な巡回指導は実施されているが、問

題のあるヘルス・ユニットへの巡回指導の実施状況については、個々のGTC

に任されている。ただし、現状では、予算不足のために、十分な巡回指導のた

めの予算が確保されていない。

来期予算より、これまでNTP のCU から分配されていた州結核対策予算が、州

ごとで予算化されることになったので、GTC と州保健局長とのアドボカシー

会議は、今年より開始されている。

レファラル・システムとフィードバック・システムは、いまだ機能していない。

特に、紹介した場合でも、その患者についてのフィードバックがほとんどされ

ていないので、FAX を導入して、レファラル・システムとフィードバック・シ

ステムを強化していく予定である。

州及び郡の、人口統計情報は保健省結核対策課で入手されている。

いまだ実施されていない。
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（2）新規喀痰塗沫陽性患者の 80％以上が DOTS で治療される。

　　DOTS 導入直後の 1995 年第４四半期時点では、４％であったが、その後 20％（1996 年）、

60％（1997 年）と、DOTS による治療患者の割合を増やし、2001 年９月の時点で、86％ を達

成し、目標を既に上回る結果となっている。

（3）その治療成功率が 85％以上になる。

　　DOTS 戦略開始前は50％であったものが、フェーズⅡ終了時点（1998 年）で80％に向上し、

その後本フェーズに入ってからは 83％（1999 年）、78％（2000 年）、81.6％（2001 年上半期）

と推移している。一時、結核薬不足の影響により治療成功率の低下がみられたものの、昨年以

降回復しつつあり、現在はプロジェクト終了までの目標達成が期待できるレベルにある。

２－６　プロジェクト実施体制

調査項目

１．モニタリングの仕組みはどのよ

うになっているか。情報の伝

達、収集、判断、共有の方法

は？

２．計画内容の見直しは〔プロジェ

クト・デザイン・マトリックス

（PDM）、実行計画表（PO） へ

の反映〕は必要に応じて行われ

ているか。

３．州、郡から上がってくる報告書

は、中央でどのように取りまと

められているか。

４． PDM にある外部条件は適宜モニ

タリングされているか。

調査結果

情報は、郡レベルから州レベルへ、州レベルから中央へという形で伝

達されるようになっている。郡レベルでは、DTSが４半期報告書を州

へ提出し、州レベルではGTCが結核対策一般について、GLSが、検査

室の精度管理についての報告を中央に対して行っている。提出方法は定

まった形はなく、FAX または持参される。GTCからの報告書は、全州

から提出されている。

状況に応じて、計画内容の見直しは行われているが、それはPDM の

個々の活動の更に詳細な計画についてであるので、PDM に反映はされ

ていない。PDM の見直しという形では、今回で３回目であった。

州からの報告書は、GLS からの報告書については、2000 年度までは、

国家結核検査担当官がまとめていたが、2001 年４月～2002年３月まで

の分については、井口専門家と、国家結核検査担当官によって今回の

ミッションのなかにまとめられた。2002 年４月以降のものについては

いまだまとめられていない。

GTC からの報告書は保健省結核対策課長がまとめている。

日本人専門家も含めて、プロジェクト関係者は、日常の業務のなかで

PDM を参照することはほとんどないようではあるが、外部条件が満た

されるような努力はしている。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
状
況
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調査項目

５．専門家・C／P間のコミュニケー

ション上の問題はあるか。

６．C／Pの主体性・積極性に変化

はみられるか。

７．プロジェクトが問題に直面した

場合、プロジェクトチームとし

て、どのように対処している

か。

８． C／Pは、プロジェクト活動にど

のように参加しているか。

９．何人ぐらいのC／Pが、責任を

もって業務を遂行するか。

調査結果

保健省結核対策課の職員のなかでも、英語を話せない職員もおり、イ

エメン人同士の込み入った話になるとアラビア語になってしまうため、

個々の問題の背後にある諸事情を日本人専門家が理解するのは、少々

困難が伴っていると思われる。業務に支障はないが、日本人専門家は

最低限のアラビア語を話せることが望ましい。

保健省結核対策課長は、常にリーダーシップを発揮してきたが、更に

積極的に活動している。他のCU のNTP スタッフについては特に変化

はない。GTC、GLS に関しては、人により異なる。GLS に限って言及

すると、２ 月のGLS 会議と8 月に行われたGLS 会議を比較すると、発

言に積極性がみられた（日本人専門家からのヒアリング）。

結核対策課長、日本人専門家間で、まず話し合いの場をもち、対処法を

決めている。

今回開催されたワークショップ、合同調整委員会では、C／Pの積極的

な発言をみる限り、彼等は自分達自身の問題として、結核対策に取り

組んでいるものと思われる。

仕事のペースが遅い等の問題はあるが、基本的には、全員が責任を果

たしている。

専
門
家
・
　
／
　
の
関
係
性
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の
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ナ
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２－７　技術移転状況

（1）結核対策分野

　　イエメン結核対策の活動目標であるDOTS の全国拡大は現時点でDistrict Level では 98％に

達し、ほぼすべてのDistrict において研修が行われたことが当プロジェクトの技術面において

最大の成果と位置づけることができる。しかし、2006年までには1,500か所あるすべてのヘル

ス・ユニットを網羅することは今後の課題として大きな目標値となる。

　　技術面においては、この２年間には多大な進歩がみられた。特に、結核患者発見は 1998 年

には１万 2,479 例で、そのうち喀痰陽性（SS+）率が 39.2％（4,896 例）であり、この数値は

2000年には１万3,425例で、SS+率は39.8％、2001年には55.3％に改善している。これは喀痰

検査の診断率の向上を意味するとともにイエメンの各州の GTC 担当に当プロジェクトの趣旨

である感染源となるSS+患者に治療を集中することが浸透したことを意味している。このよう

な質の向上によっては専門家のみならず、NTP の職員の労力の分散かを防ぐことや薬剤使用

の適正かが図れる結果となっている。当然、この質向上は GLS の検査スライドのチェック機

能が強化されたことによるものである。

　　一方治療成績においても 2001 年第１、第２四半期における SS+ 新登録 DOTS 治療患者の

治療成功率は 81.6％で、抗結核薬供給の問題から落ち込んだ2000年の治療成功率（78.0％）

C

P

C

P
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導入された。また、南北イエメン統一に伴う旧南イエメンの検査サービスネットワーク強

化も進められた。この間1994年５月に勃発した内戦のために専門家の退避帰国が発令され、

活動が約２年間中断されたが、1996 年の活動再開後は更に塗抹検査精度管理システムの全

国ネットワーク拡大が推し進められた。

　　Ⅲ期（1999 ～ 2004 年）：プロジェクト第Ⅲ期においては、①塗抹検査技術の標準化・強

化、②塗抹検査精度管理システムの確立とその全国展開、③イエメン南部地域検査活動強化

のためのレファレンスラボの確立、④薬剤耐性全国調査のための準備等を中心に、より具体

的に検査サービスの強化・改善のための活動が継続されている。今期プロジェクトは開始当

初２年あまりの期間、治安状況により短期専門家及び長期専門家の地方出張の凍結、一時退

避帰国、休暇後の帰任凍結などにより活動が制限されることが多かった。

2）　喀痰塗抹検査ネットワークの拡大

　　プロジェクト第Ⅱ期以来結核菌検査ネットワークは拡充され、2002 年には検査センター

の数はサナア市及び全州に 193か所に整備され、そのうち167か所が稼動している（稼働率

87％）。193か所の配備された検査センター数は人口10万対１か所という国際水準に匹敵し

数のうえでは充足されているが、地域の二一ズに応じて均等に分布されているかは未検討

である。稼動していないセンターの背景には、検査技師の不充足、検査技師による喀痰検

査忌避、検査技師の配置転換・転勤、医師の喀痰検査診断の軽視、建物の改修工事等々があ

げられる。

　　サナア市における検査センターはNTIを含めこれまで17か所であったが、26th September

病院が 2000 年の第３四半期よりサナア州管轄・転属になったため、サナア市管轄下の検査

センターは16か所である（2002年８月現在）。このうち４か所の検査センターが次の理由に

より機能していない。①Central Jail Clinic（対物レンズの紛失）、②Refugee Health Clinic（顕

微鏡レンズの故障）、③Madban Health Clinic（検査技師の検査業務放棄）、④Al Quds Hospital

（NTI の近くに移転したため塗抹検査業務の閉鎖）。

　　結核対策（結核診断・登録・治療）はこれまでNTI が中心になって行われてきたが、治療

のみを行うコーポラティブ・クリニックを除き、保健所や病院でもこれらの一連の活動を行

うよう指導されてきたが、NTIの知名度・信頼度が高いことから依然患者のNTIへの依存は

高い。そのため地域の検査センターは診断検査にはあまり活用されず、治療中の経過観察

検査センター化する傾向にある。

3）　人材育成

　　塗抹検査センターにおける検査技師の検査技術標準化のために基礎トレーニングとGLSに

対する塗抹検査精度管理トレーニングを 1998 年以来実施してきた。各トレーニングは６日

間、８時半から午後２時まで行われる。これまでに143人が基礎トレーニングを修了した。

また、塗抹検査精度管理トレーニングはサナア市を含めた全国 20 州のうち 15 州の GLS、

15 人が修了した。そのうちアデン州のGLSは大学講師に転職したため、トレーニングを修

了したGLSのうち現職にとどまっているのは14州の14人である（2002年８月現在）。した

がって現在 20 州のうち全国 70％の州は訓練された GLS によりカバーされ、精度管理活動

地域も飛躍的に拡大されたことを示す。

4）　塗抹検査精度管理実施状況

　　精度管理実施地域は1998年に９州・15検査センターから始まり、2001年には全国の70％
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に相当する14州・114か所までに拡大したことは大きな成果といえる。それに伴いスライド

チェック標本数も 1,012 枚（1998 年）から 3,688 枚（2001 年）に３倍以上に増えてきた。ま

た、精度管理内容も 1998 年開始当初は鏡検技術のチェックのみであったが、翌年からはス

ライド標本作成評価も行われ充実してきた。これはNTP検査担当官が結核研究所で行われて

いる菌検査マネージメント国際研修を修了し帰国したこと、プロジェクトによるGLSの精度

管理トレーニングに対する支援などが大きくかかわり、精度管理体制が整備されてきた表

れである。

　　精度管理実施率をNTPに送られてくる1999～2001年までの年間報告によると、この３年

間毎年定期的に実施している州は11州（55％）である。この11州の多くはタイズ州を除い

ては検査センターの多くを配備されているで州占められている。タイズ州はGLRAが結核ら

いパイロットプロジェクト地域としてNTPと調整のないまま結核対策活動を行ってきている

経緯があるため、精度管理が未実施なのか、単に精度管理の定期報告がNTP になされてい

ないだけなのかは確認できていない。

　　また、不定期に実施している州は６州（30％）であり、未実施の州はシャブワ州、アル・

マフラ州、アル・ジャウフ州の３州（15％）、すなわち治安上の問題、過疎地域、地理的条

件などのある州である。

　　精度管理強化モデル地域として位置づけられているサナア市に限って四半期ごとの精度管

理実施率を 2001 ～ 2002 年の１年間でみると（NTI の近くに移転し検査を閉鎖したAl-Quds

病院とサナア州下管轄になった 26th September 病院を除く）、全く実施しない検査センター

20％（3/15）、時々（２回以上４回未満）実施するセンター 27％（4/15）、毎回実施するセン

ター53％（8/15）である。時々実施する施設も含めると精度管理実施状況はおおむね良好と

いえる。全く実施しない施設は既に述べたように実際は顕微鏡の故障や検査技師の業務放棄

で稼動していない検査センターである。

5）　精度管理成績

　　2001 年のスライド標本クロスチェック成績によると、全国平均の偽陰性率は 1.2％、偽陽

性率は4.2％であり地域によるばらつきは大きい。それぞれの基準値は５％以内であるが、

５％の基準値を超える州が偽陰性では１州、偽陽性では３州みられる。しかし、これら読み

間違いの発現はスライド標本中の菌数の程度に大きくかかわるため、基準値を超える読み

間違い、成績のばらつきなどの深刻さを推量するためには更に検討を要する。

　　また、塗抹標本作成の適・不適は鏡検技術に大きくかかわるためその標本作成の評価は重

要である。適切と判定された各評価項目の割合を 2001 年の全国平均成績でみると、喀痰の

質 63％、染色性 64％、汚れ 64％、塗抹の大きさ 55％、均等性 58％、塗抹の厚さ 60％であ

る。各評価項目の基準値は 90％以上である。

6）　アデン結核センター

　　南部地域結核対策強化のために、タイズ、ホデイダの結核センター同様の機能をもつレ

ファレンスラボの確立が急がれており、アデン州にアデン結核センター（無償資金協力）が

2003年に完工される予定である。これまでアデン州はCentral Health Laboratory が地域の結

核を含めた全検査分野のレファレンスラボの役割を果たしてきている。したがって、アデ

ン結核センターがレファレンスラボとして確立されない限りは、その役割を Central Health

Laboratoryからアデン結核センターヘ移行されることはない、と保健副大臣（保健医療・PHC
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サービス担当次官）は明言している。アデン結核センター設立はその役割、位置づけを明

確にさせるためにもレファレンスラボの機能を確立することは緊急課題である。

7）　オペレーショナル･リサーチ

①　喀痰塗抹検査精度管理

　　2001 年３月にマニラで開催された IUATLD 東部地域学会の精度管理に関するワーク

ショップにおいて、1998 年より導入されたイエメンの塗抹検査精度管理活動成果を NTP

検査担当官が発表した。

　Fawzi Barahim: Quality Control for Sputum Smear Microscopy, Yemen;  Quality Control /

Assurance for Microscopy; Report of workshop on Quality Control / Assurance for AFB

Microscopy, 21ST IUATLD, Eastern Regional Conference, RIT, JATA, May 2001

②　薬剤耐性全国調査準備

　　DOTS戦略の実施率や治療成功率の成果が得られるにつれその結核対策評価の一環とし

て薬剤耐性調査の実施がWHOなどから期待されている。2001年９月にWHO/EMROの主

催するワークショップにNTP課長、検査担当官、NTI検査室長が出席し、調査のためのプ

ロトコール作成をはじめ様々な活動準備が行われている。とりわけ菌株サンプル収集のた

めにNTI、タイズ結核（TB）センター、ホデイダ TBセンターの培養技術の確立は緊急課

題であり、そのためこれらキーセンターに対する培養検査研修を行うなど、技術確立に努

めている。なお、実施における財源、技術の支援はプロジェクトをはじめスプラレファレ

ンスラボラトリーとしての結核研究所、WHO が行う。

8）　今後の展望

　　結核が感染症である限り結核菌検査は結核対策の重要な柱である。とりわけ 1990 年代よ

りWHOが患者発見と治癒率を上げるために推し進めているDOTS戦略においては、喀痰塗

抹検査は DOTS 戦略の重要な構成部分を占めている。そのため、結核菌検査ネットワーク

の整備・拡大、精度管理による菌検査の質向上はDOTS戦略の成否にかかわる重要課題であ

る。これまで検査分野では、プロジェクトⅠ期にレファレンスラボの確立・技術移転・人材

育成、プロジェクトⅡ期にDOTS戦略導入に伴う塗抹検査精度管理システム導入、そしてプ

ロジェクトⅢ期に入った現在、塗抹検査センターの拡充・塗抹検査精度管理全国展開などの

活動が更に推し進められ、イエメンの結核菌検査サービス及び結核問題は大きく改善されて

きた。今後これまでに得られた成果を基に検査分野は様々な点で更にきめこまかい方策によ

り質的に強化される段階に入っている。

①　検査センター機能強化

　　既存の機能していない検査センターの機能化、また、機能している検査センターにおい

ては治療中の経過観察検査のみならず診断検査の実施、加えて診断時の３回検痰（2001年

全国平均 1.7 回）が励行されなければならない。また、検査センターにおける検査技師の

慢性的な人員不足も機能強化の障壁になっており、人材確保に努めることが重要であ

る。

②　定期的な精度管理活動の実施

　　治安上の問題、過疎地域、地理的条件などにより精度管理の未実施地域を除いては、定

期的な精度管理の実施、とりわけ巡回指導を推し進めていかなければならない。そのた

め、巡回指導のための交通手段の確保は必須である。GLS による頻回な巡回指導を困難
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にしてしまう背景には GTCの都合によってスケジュールや訪問先が決められてしまい、

活動が制限されてしまうことがあげられ、緊急に改善されるべき課題である。

③　アデン結核センターレファレンスラボ確立のための人材確保

　　アデン州からこれまで３人の検査技師が結核研究所国際研修ラボコースに参力している

が、２人は離職、１人は業務・役割の放棄など人材の定着・確保に苦慮している。アデン

結核菌レファレンスラボ確立に向け「核」になる人材の確保が不可欠である。アデンGTC

（Dr. Osama）よりセンターの検査室は６人体制で運営し、現在 PHC 保健局の結核菌検査

センターに勤務する検査技師（Mr.Nasel）を結核研究所国際研修ラボコースに参加させた

のち異動させ、残りの人材は Central Health Laboratory より人材確保を行う意向であるこ

とが述べられた。しかし、このPHC保健局勤務の検査技師の技量についてはNTP検査担

当官、プロジェクト専門家からも疑問がもたれており、NTIで十分に訓練を受けさせたの

ちの成果を観察してから国際コースに参加させる条件付の人材になっている。人員確保・

配備に十分留意し、レファレンスラボ確立をめざさなければならない。

＊　＊　＊

　評価に際し用いられた情報源は、現場視察、NTP、保健省関係者、プロジェクト専門家関係者

からの聞き取りのほかに以下の報告書によった。

1）　江上由里子：JICA プロジェクト活動総合報告書、2002 年２月 20 日

2）　Annual Laboratory Report on Sputum Smear Examination for the Republic of Yemen, 1998-2001

3）　Amual Report on Quality Control of Sputum Smear Examination for the Republic of Yemen,

1998-2001

添付資料

1）　Table1: TB Microscopy Centers by Governorates

2）　Table2: Training on AFB Microscopy and QC for AFB Microscopy

3）　Table3: Laboratories Conducting QC for AFB Microscopy

4）　Table4: False (-) and False (+)

5）　Table5: Evaluation of Slides Preparation
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第３章　評価結果

３－１　評価結果の総括

　イエメンの結核対策プロジェクトは1983年に開始され、９年間のフェーズⅠにおいて国家結核

対策プログラム（NTP）の基礎の確立、無償資金協力によるサナア、タイズ及びホデイダの３セ

ンターの建設、それぞれのセンターの機能充実、多くの医師、検査技師や他の医療従事者の教育、

結核の感染状況を把握するためのツベルクリン・サーベイの実施などと多くの課題を積極的に処

理してきた。南北イエメンの統一（1999年）とともに活動地域が広くなって、地域格差も拡大し

ていたことからその是正や結核対策のプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）への統合が新しい課

題として登場し、その解決のためにはフェーズⅡが1992年に開始された。このフェーズにおいて

は当プロジェクトは内戦の勃発や治安問題による中断を重ねることにもかかわらずにめざましい

発展と功績をあげることができた。1995年に世界保健機関（WHO）の推奨する直接監視下にお

ける短期化学療法（DOTS）が開始され、全国展開を目標にチームの各メンバーが多大な努力と

実績を積むことができた。しかし、これらの活動の充実、質の向上が今後も継続的な援助の必要

性を JICA及びイエメン保健省側双方が認識したのでフェーズⅢが 1999年８月から開始された。

　イエメン結核対策プロジェクトはフェーズⅢに入って著しい進歩をみせ、1995年に開始され

たDOTS戦略が徐々に拡大し、現在は人口の 98％がカバーされている。1998 年には総症例が

１万2,479 例で、そのうち喀痰陽性（SS+）患者は 4,896例（39.2％）であった。2000年には症

例数は１万 3,425 人に達し Smear Positive の症例数は 5,342 例となり、その比率は全体の 39.8

％で、2001年には55.3％に向上した。これは喀痰検査の質向上のために各州検査監査官（GLS）

が担当する検査室のスライドを十分にチェックしたことによるものである。

　この期間中順調に増加の傾向を示していた結核患者登録数は、一時的に2001年に前年比56％

と減少し、抗結核薬の供給不足に起因する患者登録の抑制が背景にあるものと考えられた。

2002年第１、第２四半期の患者登録者合計は2001年の登録者数の増加により減退しているがそ

の質向上が SS+ 率からもうかがえる。

　一方治療成績においては、2001年第１、第２四半期におけるSS+新登録DOTS治療患者の治療

成功率は81.6％で、抗結核薬供給の問題から落ち込んだ2000年の治療成功率（78.0％）より上昇

し、回復の兆しが認められる。SS+患者におけるDefaulter rate に関しても1998年には 11.6％で

あったものが 2001 年には９％まで低下している。

　DOTS拡大は、人口の98％がカバーされるまでに至っており、DOTS研修が順調に行われてき

た成果と考えられる。しかし、実際のDOTSカバー率は、研修を受けた人の異動・転職等が原因

で、名目上のカバー率を下回っており、DOTSカバー率を維持するためには、研修を一層充実さ

せる必要がある。また、2006年までに全国に1,500か所あるヘルス・ユニットのすべてでDOTS

を行う計画があり、現在ホデイダ、ハッジャ、ラヘジ、マフウィート州で、ヘルス・ワーカーの

DOTS 研修が行われている。

　薬剤供給は95％のDistrictで十分な量に達しているが、今後もNTPの活動においてその確保が

重要な課題である。

　サナア市に位置する国立結核研究所（NTI）は同州全体の管理を行うことが責務であるととも

に、NTPの活動を側面から支援することも重要な役割である。しかし、現在NTIは一保健所や診
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DOTS 戦略を拡大する予定である。

（3）効率性

　　日本人専門家の派遣、イエメン人カウンターパート（C／ P）の日本における研修、日本側

による機材供与は、適切に実施された。また、イエメン側のスタッフ配置はおおむね適切で

あった。

　　日本人専門家の一時国外退去によるプロジェクトの中断があったにもかかわらず、効率的

に成果を達成したといえる。

（5）インパクト

　　本プロジェクトにおいて、結核対策に携わる広範な人材に対する研修を行った結果、イエメ

ン国保健セクターにかかわる人材の育成に貢献したといえる。また、イエメンNTPは、WHO

東地中海事務所、及び国際結核肺疾患予防連合（IUATLD）等、国際的にも高く評価されてい

る。

（6）持続発展性

 1）　組織的側面

　　1983 年にJICA が結核対策プロジェクトを開始した当時は、結核対策の組織体制がないに

等しい状態であったが、現在ではNTPの組織体制は、中央レベルから郡レベルまで確立され

ている。しかしながら、組織が機能するための研修、巡回指導、会議などの基礎的な活動を

実施するための経費は、JICA からのローカルコストに頼っているため、組織が機能し続け

るためには、予算措置の方法を考える必要がある。

2）　財政的側面

　　抗結核薬購入コストはイエメン政府が負担しているが、研修、巡回指導、会議など結核対

策プログラムの実施のためのコストは JICA が負担している。今後の自立発展性は、イエメ

ン側がどの程度必要運転費用を捻出するかにかかっているといえる。また現在、イエメン

の保健セクターでは地方分権化が進んでおり、州政府は結核対策のための予算措置をするた

めに、組織能力を向上させる必要がある。また、機材維持や機材交換のためのコストについ

ても、予算措置方法を考慮する必要がある。

3）　技術的側面

　　自立発展性の面からみて、イエメン側の広範な人材に対して適切な技術が移転された。

しかしながら、技術を習得したイエメン側人材のなかには、結核対策において十分な役割を

果たす前に、他のポストへ異動してしまった者もおり、技術を習得した後の人材の確保が

課題である。
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４－４　その他

　プロジェクト終了後の自立発展性を考慮に入れて、結核対策の運営管理及び消耗品の調達

を、イエメン政府負担分を段階的に増やしていくことが望ましい。また、薬剤調達についての

グローバル・ファンドへ申請について、本プロジェクトとして支援することを提言する。

　サナア市における結核対策機能を強化することは急務であり、特に診断機能の改善と国立結

核研究所（NTI） 保健施設間のレファラル・システムの構築に焦点を当てる必要がある。また、

新たに設立されるアデン結核センターに適切な人材が配置され、期待された役割をセンターが

果たすように配慮する必要がある。

４－５　今後の計画

　これら課題を踏まえ、残り２年間のプロジェクトにおける実行計画表（PO）について次のと

おり本調査団滞在中のプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップにて協

議したうえで、先方と合意した。







付　属　資　料

１．協議議事録（写）

２．PDM（改定前、改定後）

３．PCMワークショップ実施結果

４．プロジェクトサイト訪問記録

５．プロジェクト活動まとめ（増井チーフアドバイザーによる発表資料）
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